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災害の軽減に貢献するための
地震火山観測研究計画(第2次)

令和2年度年次報告

大学



地震・火山現象の解明のための資料収集と解析

事例：明応2年（1493）10月29日・30日の地震の検討

同時代史料を比較検討
• 京都の日記 （ 『後法興院記』『親長卿記』『御湯殿上日記』）
• 奈良の日記 （『大乗院寺社雑事記』）
• 東海地方に残る年代記 （『大唐日本王代年代記』『常光寺王代記并年代記』）

 1498年明応東海地震の5年前に京都・奈良〜浜松の範囲で
大きな地震が発生

京都

奈良

尾張国知多郡乾坤院

遠江国浜松普済寺

地理院地図に加筆

• 史料解析が進むことによる新しい情報
• 東海地震の前の各地域での地震活動を記録した一例，
今後その関連についても注目されると期待
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有感地震記述と震度の距離減衰式に基づく地震活動解析

石辺・他 (歴史地震, 修正中) に加筆
100 km

史料中に記述されている有感記録が、
どこで発生した地震であったのか単一
の日記史料から議論する事は困難

現在のデータベースを使って，有感地
震の震源分布と震源距離から，その
地域で記述された日記史料に記述さ
れている有感地震の発生場所につい
て判断材料とする

勝浦市墨名の事例：
有感地震の約70％が震央距離100 
km以内に分布
 歴史史料中の震源域の範囲特定

につながる

現代の地震データと歴史史料を
関連付けて解析する手法の１つ

100 km以内に約70％が分布

勝浦市墨名において有感となった地震の震源分布
（気象庁震度データベースによる）

勝浦市墨名で有感となった地震の震央距離のヒストグラム



沿岸巨礫を用いた古津波評価法の検討

南西諸島・久高島を対象として，巨礫移動計算を実施

• 現状の巨礫群の分布は台風の高波によって説明可能
• 巨礫の分布を崩さないように制限を与えて地震・津波の最大規模を推定
• リーフ形成以降(3500年前) ，Mw8.3およびすべり量1.9m以上の地震・津波は発生していない

Minamidake et al. (Sci. Rep., 2020) に加筆

久高島

対象領域と巨礫の分布 巨礫の移動過程

台風の高波で陸側に移動

大きな津波があるとより陸側に移動

南西諸島，琉球海溝で発生する大地震の長期予測，連動性評価に資する成果



2016年熊本地震前後の応力・流体圧変化と地震活動

Nakagomi et al. (EPS, 2021) に加筆

• 熊本地震の応力変化による
ΔCFS（クーロン応力変化）

• 地震前の間隙流体圧力場
と地震後の地震活動を比較

地震活動の活発化する地域：
• ΔCFSが正
• 地震前の間隙流体圧が大
• ΔCFSが負でも地震前の間隙流体
圧力が大きい（下図右，灰色線の領域）

 高い間隙流体圧の存在が余震発生の
重要な物理的メカニズムの一つである
ことを示唆

間隙流体圧係数 C （赤：間隙流体圧が静岩圧より大きい）

地震前の間隙流体圧力場と地震活動度の分布

＋：ΔCFSが正＆ 地震活動が10倍
〇：ΔCFSが負＆ 地震活動が10倍

地震時応力変化によるΔCFSと地震前の間隙流体圧

拡大

間
隙
流
体
圧
係
数

C

地震前後の地震活動の変化 （赤：地震後に地震活動が増加）

余震活動の発生場，またその物理
メカニズムを理解するための重要な成果



測地観測データに基づく内陸地震長期評価手法の開発

昨年度の西日本の例を東日本に拡張

５％を超える高確率の地域：
• 新潟-神戸ひずみ集中帯
• 伊豆周辺
• 九州中部
など

最近の東北地方の地震活動は高確率でないと
ころでも発生
 2011年東北地方太平洋沖地震の影響

GNSSデータM6以上の内陸地震の30年発生確率を計算

• 歪み速度-モーメント速度関係式(Savage & Simpson, 1997)
ሶ𝑀0 = 2𝜇𝐻𝑠𝐴Max( ሶ𝜀1 , ሶ𝜀2 , ሶ𝜀1 + ሶ𝜀2 )

• G-R測 (b値 = 0.9, Mmax=7.5)
• 1586年以降の地震活動の比較から，測地ひずみの16%が

弾性的に蓄積する（内陸地震の駆動源）と仮定
• ポアソン過程を仮定

重点的な研究「地震発生の新たな長期
予測」を着実に進展

内陸地震の新たな長期予測手法の
具体的な検討を進めるため、地殻内
地震発生確率評価手法検討ワーキング
グループを結成
 地震本部・行政機関等との連携強化



日本海溝地域の地震テクトニクスと地震発生予測
M法を使って日本海溝周辺での地震発生を評価

Hirose et al. (submitted) に加筆

M法による評価が適用可の地域
• 群発活動が活発なところ
• プレート上面が低速度異常域の縁付近
• スロー地震現象の近く

M法：前震識別法，Maeda (1996)
数十キロ四方内に一定規模 (Mf0) 以上の地震数個 (Nf) が数日 (Tf) 以内に起きた場合に，そのあと数日 (Ta) 以内
に，予測のターゲットとする大きな (≧Mm0) 地震がおきるというアラームを立てる方法

(a)，(c)の図
●：予知された地震
○：見逃された地震

(b)の図
●：的中アラームとなった

地震
×：空振りアラームの地震

微動(■)・VLF(■)発生域
との対応

背景地震の群発活動 (■)
発生域との対応

P波速度偏差(カラー)
との対応

• 物理的な前震活動の特徴を捉えている
可能性を示唆

• 予測手法が適用可能となる条件の評価



再解析による1952年・2003年十勝沖地震のすべり分布

Kobayashi et al. (JGR, 2021) に加筆

地震時のすべり分布

2003年十勝沖地震
Mw 8.1
使用可能な全ての
遠地・強震・測地
データから推定

2003年十勝沖地震
Mw 8.1
1952年と共通の
遠地・強震データ
から推定

1952年十勝沖地震
Mw 8.2
使用可能な全ての
遠地・近地データ
から推定

震源時間関数

２つの十勝沖地震について，
過去のデータを収集・精査し
再解析

地震の破壊に明瞭な相違が
あることを確認
• 1952年は厚岸沖でも破壊
• 2003年は十勝沖単体の破壊

厚岸沖での破壊

• 過去データ精査による
新たな知見

• 同じ場所で発生する
プレート境界型地震の
多様性



津波と複合災害シナリオにおける避難行動実験

避難経路と分断発生箇所

（1）津波のみの場合 （2）津波と土砂崩れ（複合災害）の場合

平均歩行速度および分断発生時のグループ間距離

避難経路と分断発生箇所

平均歩行速度および分断発生時のグループ間距離

調査対象地域において，津波のみの場合，津波と土砂災害が発生した場合の避難行動実験を実施

• 複合災害を考慮することで避難経路の
再検討

• 事前防災学習でも参加者の意識が変化

• 複合災害を考慮することで新たな課題を確認
• 可視化による参加者への効果的な意識付け



伊豆大島噴火を例としてマグマ中の斜長石量（Pl 量）、噴出量、火山爆発指数（VEI）の三つの量の
時間変遷を比較
斜長石量という物質科学的パラメタが、噴出量という物理量と相関があることが判明

山頂での小中規模噴火では
斜長石斑晶量と噴出量が逆
相関しているように見える。

：噴出量 >1000万トン

（中規模噴火）

矢印無し：小規模噴火

破線は、PI量の変遷の上

下を逆にしたもの。

■：データあり

□：データなし（噴火の有無のみ）

(Nakamura, 1964; 気象庁活火山総覧
のデータをもとに作成)
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大規模噴火を駆動する機構の解明

独立した複数のパラメタの比較から、大規模噴火の駆動機構の解明へ繋がる研究成果



光ファイバーケーブルによる火山性地震の震源決定

Nishimua et al. (Sci, Rep., 2021) に加筆

光ファイバーケーブルに沿った近接測定点の着信時差と振幅分布を用いて
吾妻山の火山性地震６個の震源を決定
 P波、S波の着信時により決められている震源とよい一致を示す

新たな観測手法であるDAS（分散型音響計測システム）による、光ケーブル中の散乱を
用いた火山観測への応用を進展

定常観測点のP波とS波着信時による
精度の良い震源（赤）

光ファイバーケーブル沿いの測定点の
着信時差と振幅によってもとめた震源（白丸）



全岩 全石基 石基粒間メルト

2011年に霧島で発生した爆発的噴火の
際に得られた岩石サンプル中のナノライト
量から、噴火時のマグマの粘性を推定
 爆発的噴火時の粘性は、マグマが
爆発性を示すために必要とされる
高い粘性を示すことが判明

浅部貫入マグマの結晶化速度と噴火挙動の関係

ナノライトと呼ばれるナノスケールの微細結晶はマグマの物性に大きな影響を与え、噴
火の挙動を左右する

結晶量と粘性の関係

Mujin and Nakamura (Bull.Volcanol., 2020) に加筆

粘
性

結晶量

結晶量が増えるほど
マグマの粘性が増加

火山噴出物の物質解析から噴火挙動を理解するための研究成果



災害の軽減に貢献するための
地震火山観測研究計画（第2次）

令和2年度年次報告

国立研究開発法人 情報通信研究機構

課題：先端リモートセンシングによる地震及び火山の被害状況把握技術の高度化

Pi-SAR X3



令和2年度の実施内容の概要Pi-SAR X3

情報通信研究機構は、世界最高レベルの性能（分解能15cm）を有する航空機
搭載SAR（Pi-SAR X3)の開発を令和2年度末まで行い、下図に示すモニタリング
を実施できるようにするために国土交通省と総務省と調整を行い、Pi-SAR X3を
搭載した機体での飛行規定承認を得るとともに、無線局免許を取得した。

⼟砂崩れのモニタリ ング

⽕⼝のモニタリ ング

河川氾濫のモニタ リ ング

海⾯・ 船舶等のモニタリ ング

津波の浸⽔領域
のモニタリ ング

⼟砂崩れ

地震、 地盤沈
下・ 隆起に伴う
地⾯の変動
モニタ リ ング

農作物・ 植⽣モニタリ ング

航空機搭載合成開⼝レーダー

地震による建物等の構造物の変化モニタリ ング

河川・ 湖等のモニタリ ング

道路・ 橋の
モニタ リ ング

観測対象

重要
インフラの

モニタリ ング

⼟地利⽤モニタリ ング

⾞両・ 鉄道の
モニタ リ ング

⽕⼝のモニタリ ング 津波被災地のモニタリ ング



Pi-SAR X3 令和2年度の実施内容

令和2年度については、以下の項目について実施。

 Pi-SAR・Pi-SAR2データ検索・公開システムを運用し、取得済み観測データを公開した。
令和2年度については、226件の利用があった。

 表1に示す機能・性能を有するPi-SAR X3の機器開発が完了し、各種試験のための無線局
予備免許の取得（令和2年7月）し、無線局免許を取得（令和3年5月）した。

 観測で得られた航空機SAR画像は、WEB
上でだれでもGIS情報（地図や航空写真
等）とともに閲覧でき、地震・火山によ
る被害状況の把握に利用可能。

 学術機関や政府機関に対しては、研究や
実務で利用できる数値データを提供する
ことで、地震・火山の被害把握に貢献。

項目 モード１ モード２ モード３

偏波 HH+HV+VH+VV 

分解能
スラントレンジ 15cm 30cm 50cm

アジマス 15cm 30cm 50cm

観測幅（グラウンド） 7km以上 7〜10km以上 10km以上

雑音等価後方散乱係数
-20dB以下,
-23dB以下

-23dB以下, 
-26dB以下

-27dB以下,
-30dB以下

信号対アンビ
ギュイティ比

スラントレンジ 35dB以上 25dB以上 25dB以上

アジマス 25dB以上（通常観測）、50dB以上（低偽像観測）

入射角範囲 15°〜60° 15°〜65° 30°〜65°

ジオメトリック精度 2m以内(RMS)、0.5m（高精度処理）以内(RMS) 

標高精度 60cm以下（入射角15度）〜2m以下（入射角60度）

最小検出
速度

飛行速度：200m/s 10cm/s以下

最大検出
速度

飛行速度：200m/s 11m/s以上

備考

 画質（分解能・感度・アンビギュイティ）の向上

 三次元計測精度の向上

 移動体検出能力の向上



Pi-SAR X3 令和2年度の実施内容

令和2年度については、以下の項目について実施。

 Pi-SAR X3を航空機に設置するための機体改修を実施し、飛行規定承認（国土交通省発
行）を取得（令和3年3月）した。これにより、Pi-SAR X3を機体に搭載して地表面の観
測試験を実施できる状況になった。

開発した超高精細航空機搭載合成開口レーダシステムの各機器

 Pi-SAR X3 の 初
期機能・性能確
認試験は、令和2
年度末に実施予
定であったが、
機体の事業機編
入作業が遅延し
たことに伴い、
令和3年に実施予
定。

信号線切替器、 ジャンクショ ンボッ クス、 POS

ジャンクショ ンボッ クス

POS 信号線切替器

アンテナ部

メ インアンテナ部

サブアンテナ部

送受信ユニッ ト レーダー制御・ 記録ユニッ ト
電⼒供給部

ひずみ計測装置

JAXA



災害の軽減に貢献するための
地震火山観測研究計画(第2次)

令和2年度年次報告

国立研究開発法人 防災科学技術研究所



20200401

NIED01 多角的火山活動評価に関する研究
【概要】
多角的・戦略的アプローチにより、多様な火山現象・災害過程のメカニズムを解明し、火山災害軽減に向けた対策手法に関する研究を進める。
【目的】
火山活動の把握と災害軽減のための「観測」「予測」「対策」技術を集中的に投資することによって課題解決を図るためのストラテジーを確立する。
【目標】
基盤的火山観測網を有する火山のうち、特に対象火山（阿蘇山・伊豆大島・硫黄島等）において多項目観測・ポテンシャル評価を踏まえての対策情
報発信の提案を行う。

①多項目観測データによる火山現象・災害過程
の把握のための研究

JVDNシステムでのリアル
タイム地震波異常度判定

状態遷移図の作成

②火山リモートセンシング技術の開発研究 ③噴火・災害ポテンシャル評価のためのモデリ
ング研究

地上設置型レーダー干渉計（浅間山で運用）

④火山災害軽減のためのリスクコミュニ
ケーションに関する研究

噴出物からの噴火様式判断の定量化

降灰に対して曝露している霧島市内の医療機関

ハザード評価システムの開発と
火砕流シミュレーション例

噴火微動の可視化



20200401

NIED02 地震・津波予測技術の戦略的高度化研究
【目的】観測データに基づく地震発生の長期評価の高度化に資する研究開発の実施

地震発生領域・規模の評価と地震活動の現況把握

発生領域
の推定

規模
の推定

現況把握
（モニタリング）

数値シミュレー
ションの活用

高精度な断層モデルの構築 モニタリング技術の開発

海域観測データを含む3次元地震波速度構造モデル

Matsubara et al. (2019)

Web公開中

Kubota et al. (2020)

水圧データを考慮した震源過程

 S-netで観測された微小津波記
録で海域地震の震源位置を制約

 周辺地震活動との対比を可能に

現況評価技術の開発

 日向灘や紀伊半島などで観
測される長期的SSEの地域
的違いを計算機上で再現

スロー地震シミュレーショ
ン

松澤・芝崎(2020)

内陸域の地震発生層下限評価

松原・他 (2020)

 地震活動が低調でD90を評価できな
い地域で、D300℃が地震発生層下
限推定の指標となり得る

スロー地震活動モニタリング

 MOWLASデータ解析による様々なスロー地震の詳細な震
源位置推定手法の高度化・自動化

 震源の時空間分布から、巨大地震による想定震源域の把
握やプレート間での応力載荷モデル検討へ

可視化

地下構造DB

発震機構解カタログ
F-net / AQUA / Hi-net

震源カタログ
JUICE / Hi-net / JMA

日本列島地震情報
基盤データベース

Tanaka et al. (2019)
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NIED03 巨大地震による潜在的ハザードの把握に関する研究
【目的】室内実験・大規模シミュレーション等を活用し、巨大地震の実態解明を目的とした研究を推進

大規模シミュレーション研究

統
合

・大規模シミュレーションによる知見の統合
・多様な発生様式を考慮した巨大地震発生シナリオ構
築

🔴 応力分布モデル

🔴 巨大地震発生シナリオ

🔴 巨大地震津波の模擬観測記録

アウトプット

破壊の基本法則に関する
室内実験

地震発生場に関する研究 海外の巨大地震に関する研究

・長大岩石摩擦実験
・数値シミュレーション
・断層破壊の基本法則解明

・海外巨大地震津波即時解析
・巨大地震の知見獲得
・国際協力の推進

巨大地震の知見・スケーリング

地震発生場・発生機構モデル

断層破壊の基本法則・摩擦則

・応力分布モデル作成
・地下構造時空間変化推定
・震源過程メカニズム解明

・プレート境界及び内陸地殻に蓄積されている応力・歪みエネルギーの定量化・可視化
・巨大地震の実態解明による南海トラフ巨大地震等の発生シナリオの作成

地震発生場に関する研究 大規模シミュレーション研究

破壊基本法則に関する室内実験と基礎研究

巨大地震発生シナリオ

海溝型地震・内陸地震の動力学破壊シミュレーション 地震動と津波が重畳する合成記録衛星測位データ解析による力学的固着域推定

Noda et al. (2018 JGR)
Urata et al. (2017 EPS)

Saito and Kubota (2020 Annual Rev.)

Saito and Noda (2020 GJI)

Xu, Fukuyama, Yamashita (2019 EPSL)

Noda et al. (2020 GRL)

歪みエネルギーの可視化
地震発生必要条件

ガウジの発生によるエネルギー散逸・Rayleigh波速度低下

Noda et al. (2021 JGR)
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地震ハザードステーションによる公開・強震動統一データベース構築

 平成23年東北地方太平洋沖地震を受けて大幅に改良を行った「全国地震動予測地図2014年版」から、低頻度の地
震まで考慮するための更なる改良の検討を進めている。
全国地震動予測地図2020年版として地震本部より公表（2021年3月）

 新しい微地形区分、関東地域における浅部・深部統合地盤モデルによるハザード評価
 地震ハザード評価プラットフォーム開発に向けた強震動統一データベース構築を科研費（基盤A）と連携して実施

全国地震動予測地図2020年の公開

新しい微地形区分
関東地方の「浅部・深部
統合地盤モデル」

地震発生の多様性、不確実性
を考慮したモデルの改良

地震動 震源 観測点

観測記録ＤＢ

地震動 震源 観測点

シミュレーションＤＢ（科研費と連携）

地下構造
ＤＢ

（別プロ
ジェクト）

連携

強震動統一データベース

地下構造モデル
シナリオ震源モデル
実在/仮想観測点

気象庁・自治体・
他機関データ

強震動統一データベースの構築

オンラインワークショップの開催 （2021/2/24開催）
地震ハザード評価に関連する事業者や研究者を対象に、
それぞれの立場から見た課題の共有や意見交換を行うと
ともに、地震ハザード評価プラットフォーム開発のプロジェ
クト提案に向けた議論を行った。

K-NETおよびKiK-net観測記録をもとに「強震動統一
データベース試作版」を作成し、実際に使用を踏まえて
の意見収集と改良を実施。

NIED04  自然災害ハザード・リスク評価と情報の利活用に関する研究
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NIED05  基盤的観測網の運用

長周期地震動モニタの
一般公開 令和２年10月

7つの基盤的観測網の統合運用
MOWLAS（陸海統合地震津波火山観測網）

MOWLAS＋MeSO-net

2018 年7 月7 日千葉県東方沖
の地震（Mj6.0）の首都圏版強
震モニタ。リアルタイム震度表示。

南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の開発・整備

地震や津波の観測データは、防災情報として最大限利活用されるよう、気象庁や
自治体、インフラ事業者等の民間企業へリアルタイムで提供するとともに、大学・研
究機関等における研究開発のデータ基盤として広く公開することを予定している。

ノードのイメージ

糸魚川ジオパークでの
表示例

ジオパーク
近傍の現在
の地震活動
を知る

洞爺湖有珠山/
栗駒山麓/銚子/
秩父/南紀熊野/
島原半島/糸魚
川/三陸/八峰白
神/四国西予/男
鹿半島・大潟

の各ジオパーク
へ提供

2021年3月20日（M6.9），5月1日（M6.8）
宮城県沖の地震 ・3月22日

地震調査委員会臨時会で報告
・3月23日

解析結果をWebで公開

観測点補正値を用いた再決定による震源分布．2017年1月1日から2021年5月14日までの期間に
ついて，5月1日の地震以降の地震を赤星印で，それより前の3月20日の地震までを黒星印で，さらに
それより前の地震を灰色アウトラインの丸印でそれぞれ示す．Yamanaka and Kikuchi(2004)による
1978年宮城県沖地震のすべり分布（コンター間隔0.5 m）及び山中 (2005) による2005年8月16
日の宮城県沖の地震のすべり分布（コンター間隔 0.3 m）を黒実線で，海野・他（2007）による
1930年代の地震の余震域を黒破線で併せて示す．右図は再決定震源の深さ分布．


